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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成29年10月5日(2017.10.5)

【公開番号】特開2017-146589(P2017-146589A)
【公開日】平成29年8月24日(2017.8.24)
【年通号数】公開・登録公報2017-032
【出願番号】特願2017-4659(P2017-4659)
【国際特許分類】
   Ｇ０３Ｇ  21/00     (2006.01)
   Ｇ０３Ｇ  15/08     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０３Ｇ   21/00     　　　　
   Ｇ０３Ｇ   15/08     ２２０　
   Ｇ０３Ｇ   21/00     ３８４　
   Ｇ０３Ｇ   21/00     ５１０　

【手続補正書】
【提出日】平成29年8月9日(2017.8.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像形成装置であって、
　現像剤像を担持するための像担持体と、
　現像剤を担持するための現像剤担持体と、
　前記像担持体上の現像剤量を検知する検知部と、
　前記現像剤担持体に担持される現像剤を前記像担持体へ供給させることにより、前記像
担持体上に前記現像剤像を形成する画像形成モードと、
　前記像担持体上に検知用の現像剤像を形成し、前記検知用の現像剤像の現像剤量を前記
検知部で検知する検知モードと、を備え、
　前記検知モードにおける前記現像剤担持体の周速ｖ１１と前記像担持体の周速ｖ１２と
の周速比ｖ１１／ｖ１２をΔｖ１とし、
　前記画像形成モードにおける前記現像剤担持体の周速ｖ２１と前記像担持体の周速ｖ２
２との周速比ｖ２１／ｖ２２をΔｖ２とした場合に、
　Δｖ１＜Δｖ２である状態で、前記検知モードにおける前記像担持体上の現像剤量の検
知結果に基づき、前記画像形成モードにおける前記像担持体上の現像剤量が推定される、
ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　画像形成装置であって、
　現像剤像を担持するための像担持体と、
　前記像担持体上の現像剤像が転写される中間転写体と、
　現像剤を担持するための現像剤担持体と、
　前記中間転写体上の現像剤量を検知する検知部と、
　前記現像剤担持体から前記像担持体へ供給される現像剤を前記中間転写体へ転写させる
ことにより、前記中間転写体上に前記現像剤像を形成する画像形成モードと、
　前記像担持体上に検知用の現像剤像を形成し、前記検知用の現像剤像の現像剤量を前記
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検知部で検知する検知モードと、を備え、
　前記検知モードにおける前記現像剤担持体の周速ｖ１１と前記像担持体の周速ｖ１２と
の周速比ｖ１１／ｖ１２をΔｖ１とし、
　前記画像形成モードにおける前記現像剤担持体の周速ｖ２１と前記像担持体の周速ｖ２
２との周速比ｖ２１／ｖ２２をΔｖ２とした場合に、
　Δｖ１＜Δｖ２である状態で、前記検知モードにおける前記像担持体上の現像剤量の検
知結果に基づき、前記画像形成モードにおける前記中間転写体上の現像剤量が推定される
、ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項３】
　前記像担持体の静電容量をＣとし、
　前記像担持体の明部電位と前記現像剤担持体の現像電位とで形成される現像コントラス
トをΔＶｃとし、
　前記現像剤担持体に担持された現像剤の単位面積当たりの電荷量をＱ／Ｓとした場合に
、
　前記検知モードにおいて、（Ｑ／Ｓ）×Δｖ１≦Ｃ×ΔＶｃである、ことを特徴とする
請求項１又は２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記検知モードにおける前記現像剤担持体に担持された現像剤の単位面積当たりの質量
をＧとし、
　前記現像剤の平均半径をＲとし、
　前記現像剤の比重をρとし、
　平面上の最密充填の面積率をＨとした場合に、
　前記検知モードにおいて、Δｖ１≦（４／３×Ｒ×ρ×Ｈ）／Ｇである、ことを特徴と
する請求項１から３のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記画像形成モードにおいて、Δｖ２＞（４／３×Ｒ×ρ×Ｈ）／Ｇである、ことを特
徴とする請求項４に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　前記画像形成モードにおいて、（Ｑ／Ｓ）×Δｖ≦Ｃ×ΔＶｃである、ことを特徴とす
る請求項１から５のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記検知部は、正反射光を受光する光学センサーユニットから構成される、ことを特徴
とする請求項１から６のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記Δｖ１は、像担持体上の現像剤像の単位面積当たりの現像剤量が、理論上１層以下
になるように設定される、ことを特徴とする請求項１から７のいずれか１項に記載の画像
形成装置。
【請求項９】
　前記画像形成モードは、さらに第１画像形成モードと、第２画像形成モードを有し、
　前記第１画像形成モードにおいける前記現像剤担持体の周速を前記ｖ２１とし、前記像
担持体の周速を前記ｖ２２とし、前記現像剤担持体の周速ｖ２１と前記像担持体の周速ｖ
２２との周速比ｖ２１／ｖ２２を前記Δｖ２とし、
　前記第２画像形成モードにおける前記現像剤担持体の周速をｖ３１と前記像担持体の周
速ｖ３２との周速比ｖ３１／ｖ３２をΔｖ３とした場合に、
　Δｖ３＜Δｖ２である、ことを特徴とする請求項１から８のいずれか１項に記載の画像
形成装置。
【請求項１０】
　前記画像形成モードにおいて、Δｖ１＝Δｖ３である、ことを特徴とする請求項９に記
載の画像形成装置。
【請求項１１】
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　前記像担持体と前記現像剤担持体とを有し、画像形成装置に装着可能なプロセスカート
リッジを有し、
　画像形成装置の本体に前記プロセスカートリッジが装着されてから最初の画像形成動作
を行う前に前記検知部で検出した信号をもとに、前記検知モードで検出した信号を補正す
る、ことを特徴とする請求項１から１０のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項１２】
　前記画像形成モードにおける前記中間転写体上の現像剤量の推定値に基づき、前記像担
持体上の現像剤量を予測する、ことを特徴とする請求項２に記載の画像形成装置。
【請求項１３】
　前記画像形成モードと、前記検知モードとを実行可能な制御手段を有する、ことを特徴
とする請求項１から１２のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　また、他の本発明の画像形成装置は、
　現像剤像を担持するための像担持体と、
　前記像担持体上の現像剤像が転写される中間転写体と、
　現像剤を担持するための現像剤担持体と、
　前記中間転写体上の現像剤量を検知する検知部と、
　前記現像剤担持体から前記像担持体へ供給される現像剤を前記中間転写体へ転写させる
ことにより、前記中間転写体上に前記現像剤像を形成する画像形成モードと、
　前記像担持体上に検知用の現像剤像を形成し、前記検知用の現像剤像の現像剤量を前記
検知部で検知する検知モードと、を備え、
　前記検知モードにおける前記現像剤担持体の周速ｖ１１と前記像担持体の周速ｖ１２と
の周速比ｖ１１／ｖ１２をΔｖ１とし、
　前記画像形成モードにおける前記現像剤担持体の周速ｖ２１と前記像担持体の周速ｖ２
２との周速比ｖ２１／ｖ２２をΔｖ２とした場合に、
　Δｖ１＜Δｖ２である状態で、前記検知モードにおける前記像担持体上の現像剤量の検
知結果に基づき、前記画像形成モードにおける前記中間転写体上の現像剤量が推定される
、ことを特徴とする。
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